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序章 計画策定にあたって 
 

１ 医療制度改革の工程と指標 

 近年、急速な高齢化が進む中、疾病構造が変化し、悪性新生物(がん)、循環器疾患(心血管疾患や脳

血管疾患）、糖尿病等の生活習慣病が増加し、これに伴う要介護者の増加も深刻な社会問題になって

います。 

このため国は、健康と長寿を確保しつつ、医療制度を将来にわたり持続可能なものとするためには、

その構造改革が急務であることから、平成17年12月国は「医療制度改革大綱」を制定しました。 

医療制度改革大綱では、平成37年度は、団塊の世代の人達が75歳到達するころには、医療給付費56

兆円と見込まれているところを48兆円とし、そのうち生活習慣病対策で2兆円を抑制することが政策目

標に盛り込まれました。 

その抑制を目指し、平成27 年度までに糖尿病等の有病者・予備群を25％減らすことを目標に、厚生

労働省が示した標準的な健診・保健指導プログラムに基づいて、平成20年度から医療保険者による特

定健診・特定保健指導がスタートされました。 

この計画では、これらのことを踏まえ第1期5年間の取り組みや成果を評価し、今後の取り組みの方

向を第２期計画として定めることとします。 

   図 医療制度改革の工程と指標 
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２ 社会保障と生活習慣病 

 特定健診・特定保健指導を規定する「高齢者の医療の確保に関する法律」の目的には、「この法律は、

国民の高齢期における適切な医療の確保を図るため、医療費の適正化を推進するための計画の作成及び

保険者による健康診査等の実施に関する措置を講ずる」とあります。 

 また特定健康診査は、メタボ健診と呼ばれていますが、同法 18条では、「特定健康診査（糖尿病その

他の政令で定める生活習慣病に関する健康診査をいう。）」と記されております。 

なぜ糖尿病対策が重要なのか、社会保障の視点でみてみると、老人保健法が始まった昭和 57年国の税

収 30 兆、社会保障費 30兆、うち医療費は 12 兆で糖尿病 3,000 億円、虚血性心疾患 3,000 億円、脳血管

疾患 9,000 億円、がん 8,000 億円です。 

特定健診・特定保健指導がスタートした平成 20 年度は、国の税収 44 兆円、社会保障費 94 兆円、医

療費 29.6兆円、糖尿病は 1.2 兆円、虚血性心疾患 8,000 億円、脳血管疾患 1.6兆円、がん 2.9 兆円とそれ

ぞれ老人保健法が始まった年と比べて、医療費は、2.4 倍となりましたが、そのうち糖尿病は 3.9倍、虚

血性心疾患は 2.5 倍、脳血管疾患は 1.7 倍、がんは 3.5倍の医療費となっています。生活習慣病関連の医

療費の伸びが大きいことと、合併症による障害で日常生活に大きな影響を及ぼすことから、糖尿病の予

防を目標としています。 

 

 

表 社会保障と生活習慣病 
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３ 生活習慣病予防対策についての国の考え方（第１期） 

国（厚生労働省健康局）からは、「標準的な健診・保健指導プログラム（確定版）」にて、糖尿病等の

生活習慣をどのように予防していくか平成 19 年 4 月に示されました。 

 

（１）内臓脂肪症候群に着目する意義 

特定健診、特定保健指導において、なぜ内臓脂肪症候群に着目するのかについては、「標準的な健診・

保健指導プログラム（確定版）」記されています。 

「内臓脂肪型肥満に起因する糖尿病、高脂血症、高血圧は予防可能であり、また、発症してしまった

後でも、血糖、血圧等をコントロールすることにより、心筋梗塞等の心血管疾患、脳梗塞等の脳血管疾

患、人工透析を必要とする腎不全などへの進展や重症化を予防することは可能であるという考え方であ

る。 

内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）の概念を導入することにより、内臓脂肪の蓄積、体重

増加が血糖や中性脂肪、血圧などの上昇をもたらすとともに、様々な形で血管を損傷し、動脈硬化を引

き起こし、心血管疾患、脳血管疾患、人工透析の必要な腎不全などに至る原因となることを詳細にデー

タで示すことができるため、健診受診者にとって、生活習慣と健診結果、疾病発症との関係が理解しや

すく、生活習慣の改善に向けての明確な動機づけができるようになると考える。」と明記されています。 

 

（２）健診と保健指導の考え方 

平成 20 年度からの健診・保健指導については、健診は生活習慣病予防のための「保健指導を必要と

する者」を抽出する。結果を出す保健指導で、その結果とは、糖尿病等の有病者・予備群の減少とされ

ています。 

また、厚生労働省保健局からは、「特定健康診査・特定保健指導の円滑な実施に向けた手引き」が出さ

れ、健診・保健指導の契約やデータの取り扱いのルールが示されています。 

第１期計画については、「標準的な健診・保健指導プログラム（確定版）」、「特定健康診査・特定保健

指導の円滑な実施に向けた手引き」等これらの資料を参考に、内容を検討し計画策定を行いました。 

 

図 内脂肪型肥満に着目した生活習慣病予防のための健診・保健指導の基本的な考え方 
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４ 第２期に向けての健診・保健指導の基本的な考え方 

平成 24 年 4 月 13日に公表された「今後の特定健診・保健指導の在り方について 中間とりまとめ」 

によると、第 2 期に向けては、①特定保健指導の対象とならない非肥満の方への対応や、②血清クレ 

アチニン検査の必要性等が具体的に書かれています。 

沖縄県保険者協議会では、第１期よりこれらの取り組みが既に行われているところであり、枠組み

自体は第 1 期と大きく変わらないと考えられます。 

  現在、国で検討されている「特定健康診査等基本指針」（平成 24 年 6月末に公表予定）を参考に進 

めていきます。 

 

５ 第２次健康日本２１における医療保険者の役割 

  医療保険者は、健康増進法における「健康増進事業実施者」です。国の健康づくり施策も平成 25

年度から新しい方針でスタートします。国の健康づくり施策（第 2 次健康日本 21）の方向性との整合

性も図っていきます。  

※「平成 25 年度からの国の健康づくり施策における医療保険者の役割」参照 

  国が設定する目標項目 53 のうち、医療保険者が関係するのは、中年期以降の健康づくり対策のと

なります。いずれも、健診データ・レセプトデータで把握・評価できる具体的な目標項目になってい

ます。 

     表 医療保険者が関係する目標項目 

循環器疾患 

① 高血圧の改善（収縮期血圧の平均値の低下） 

② 脂質異常症の減少 

③ メタボリックシンドロームの該当者及び予備群の減少  

④ 特定健康診査・特定保健指導の実施率の向上 

糖尿病 

① 合併症（糖尿病腎症による年間新規透析導入患者数）の減少 

② 治療継続者の割合の増加 

③ 血糖コントロール指標におけるコントロール不良者の割合の減少

（HbA1c が JDS 値 8.0％（NGSP 値 8.4％）以上の者の割合の減少） 

④糖尿病有病者の増加の抑制 

⑤メタボリックシンドロームの該当者及び予備群の減少（再掲） 

⑥特定健康診査・特定保健指導の実施率の向上（再掲） 

 

６．計画の性格 

  この計画は、国の特定健康診査等基本指針（法第 18 条）に基づき、うるま市国民健康保険が策定

する計画であり、沖縄県医療費適正化計画と十分な整合性を図るものとします。 

 

７. 計画の期間 

  この計画は、第 2 期の計画であり第 1 期特定健康診査等実施計画（平成 20 年度から 24 年度）に続

く平成 25 年度から平成 29 年度までの 5年間を計画期間とします。 
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図 平成 25年度からの国の健康づくり施策（第 2次健康日本 21）における医療保険者の役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


